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2013年 10月 2日 

 

各 位 

 

会 社 名  東京エレクトロン株式会社 

代表者名  代表取締役会長兼社長 東哲郎 

   （コード：8035、東証第1部） 

 

（追加）「東京エレクトロン株式会社とApplied Materials, Inc.の経営統合に関する合意について」 

の一部追加について 

 

当社が 2013 年 9 月 24 日（日本時間）付で公表いたしました「東京エレクトロン株式会社と Applied 

Materials, Inc.の経営統合に関する合意について」の内容を下記のとおり追加いたしますので、お知らせい

たします。なお、追加箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

【冒頭部分】 

 

（追加前） 

 

（前略） 

 

本統合持株会社は、本経営統合において発行される本統合持株会社の普通株式について、東京証券取引所及

び Nasdaq 株式市場に新規に上場申請を行う予定です。また、東京エレクトロンは、東京エレクトロン三角合

併に先立ち東京証券取引所において上場廃止となり、また、アプライドマテリアルズは、アプライドマテリア

ルズ三角合併の効力発生によりNasdaq株式市場において上場廃止となる予定です。 

なお、本経営統合は、両社の株主総会の承認及び日本、米国その他の国における適用ある競争法に基づく関

係当局の承認等を条件としております。 

 

（追加後） 

 

（前略） 

 

本統合持株会社は、本経営統合において発行される本統合持株会社の普通株式について、東京証券取引所及

び Nasdaq 株式市場に新規に上場申請を行う予定です。また、東京エレクトロンは、東京エレクトロン三角合

併に先立ち東京証券取引所において上場廃止となり、また、アプライドマテリアルズは、アプライドマテリア

ルズ三角合併の効力発生によりNasdaq株式市場において上場廃止となる予定です。 

なお、本経営統合は、両社の株主総会の承認及び日本、米国その他の国における適用ある競争法に基づく関

係当局の承認等を条件としております。また、本契約上、東京エレクトロン又はアプライドマテリアルズの取

締役会が本経営統合に関する推奨意見を変更したことにより本契約が解除された場合等一定の場合には、東京

エレクトロン又はアプライドマテリアルズから、相手方当事者に対して解除金として4億ドル（約395億円）

が支払われることとなっております。 

注：上記の解除金の金額に関しては、1ドル=98.74円で円貨に換算しております。 

 


